































































































時代を経た 21 世紀的状況における社会権の論議は，「ポスト・マーシャリズムの時代（a post-














































　韓国における女性の就業率は緩やかに増加しているものの，まだ 60% に満たない。15 ～ 64 歳
の女性就業率は 2011 年 53.1%，2015 年 55.7%，2018 年には 57.2% へと増加した。男性の就業率は
2011 年 74.6%，2017 年 76.3% に上昇したが，2018 年 75.9% へと若干減少した。よって就業率の性














おり，男性に比べ女性の割合は 2 倍も高い。表 1 で示したように女性労働者のうち最低賃金未満の














世帯は，1990 年の 15.7% から 2015 年には 29.6% と 2 倍近く増えており，10 世帯のうち 3 世帯は男
（1）韓国における性別賃金格差（男性＝ 100）は 2010 年 62.6，2015 年 62.8，2018 年 66.6 であり，女性の平均賃金は
男性に比べて 33.4% 低い状況となっている。




年度 2013 2014 2015 2016 2017 2019
最低賃金 4,860 5,210 5,580 6,030 6,470 8,350
女性
賃金労働者（A） 7,848 8,141 8,434 8,619 8,818 9,163
最低賃金未満の労働者（B） 1,327 1,482 1,399 1,671 1,685 2,099
B ／ A［C］ 16.9 18.2 16.6 19.4 19.1 22.9
男性
賃金労働者（A） 10,392 10,635 10,878 11,008 11,188 11,396
最低賃金未満の労働者（B） 759 788 823 993 976 1,287
B ／ A［D］ 7.3 7.4 7.6 9.0 8.7 11.3









　女性の貧困率は 2018 年には 19.2% で，男性（14.5%）に比べ 4.7% ポイント高い（図 1）。女性の
貧困率は 2014 年の 16.6% から 2015 年には 15.8% と小幅の下落をみせているが，その後は上昇し続
表2　女性世帯主による世帯の割合と婚姻状態（単位：千世帯，％）
年度 1990 1995 2000 2005 2010 2015
女性世帯主の世帯数 1,787 2,147 2,653 3,485 4,497 5,666
女性世帯主の婚姻状態
有配偶者 17.7 15.7 16.6 17.9 24.0 24.7
死別 56.3 56.1 50.5 44.4 37.7 35.8
離婚 5.6 7.1 11.6 14.4 16.0 18.0
未婚 20.4 21.0 21.4 23.2 22.3 21.5





















　 2）貧困線は相対貧困線で，経常所得の中位 50% 以下を基準に適用した。
　 3）農家，漁業世帯は除く。
　 4） 2017 年から四半期別の資料により貧困率が公表されている。全体平均は第 4
四半期の加重平均値で計算したもの。




け 2016 年 15.9%，2017 年 17.8%，2018 年には 19.2% と高まっている。男性貧困率の変化の推移は








　図 2 をみると 2014 年以降，女性と男性の国民年金加入率は共に持続的な上昇がみられる。2018




得）の中位 50% 貧困線を適用した（キム・ギョンヒ外 2019：97）。
（4）　国民年金制度は所得保障の最も基本的な公的保険として，国民の生活安定と福祉増進に寄与することを目的に
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13.4% ポイントの格差をみせていたが，2018 年には 9.3% ポイントと低くなっている（キム・ギョ
ンヒ外 2019：97-98）。
　現在国民年金の受給者割合をみると，加入率より性別格差がより大きく示されている（表 3）。
65 歳以上の全人口の国民年金受給者の比率は，男性では 2016 年 54.0% から 2019 年には 58.7% と
増えており，男性高齢者の 6 割程度が国民年金を受け取っていることになる。女性の場合は 2016
年 26.5% から 2019 年 31.7% へと多少は受給率が上がったものの，女性の老後保障で国民年金のカ
バレッジは 3 割程度に過ぎない。国民年金のうち遺族年金と障害年金を除き，老齢年金の受給率を
比較してみると，性別格差はさらに大きく現れている。2019 年の男性の老齢年金受給者は 57.1%






ない女性たちの「2 交替制シフト勤務（second shift）」（Hochschild & Machnung 1989）は平等な
雇用参加において障壁となる。ケアを担っている女性は，雇用主からみると活用度の低い労働者で
あり，ケア提供者に対する差別は労働市場においても頻繁に起きている（Htun & Weldon 2018）。
　子どもを育てる女性が労働市場で直面する困窮を一つの統計指標に押し込めることは難しい。こ
こでは子どものいる女性と，男性の就業率の違いを探ってみたい。次頁表 4 で示した通り，17 歳
表3　国民年金の性別受給者の現況（65 歳以上の人口比，単位：人，％）
年度 2016 2017 2018 2019
65 歳以上の人口
男性（A） 2,956,784 3,130,925 3,272,648 3,457,689
女性（B） 4,038,868 4,225,181 4,377,760 4,569,226
年金受給者
男性（C） 1,595,471 1,746,652 1,872,665 2,027,985
女性（D） 1,068,887 1,190,031 1,307,380 1,450,573
老齢年金受給者 *
男性（E） 1,551,570 1,699,376 1,822,412 1,974,052
女性（F） 741,215 819,257 894,028 989,595
年金受給比率
男性（C ／ A） 54.0 55.8 57.2 58.7
女性（D ／ B） 26.5 28.2 29.9 31.7
老齢年金受給比率
男性（E ／ A） 52.5 54.3 55.7 57.1








年 2016 2017 2018
年齢 0 ～ 17 0 ～ 17 0 ～ 176 以下 7 ～ 12 13 ～ 17 6 以下 7 ～ 12 13 ～ 17 6 以下 7 ～ 12 13 ～ 17
父親 96.3 96.7 96.8 95.1 96.3 97.1 96.5 94.7 96.0 96.6 95.9 94.8
母親 55.3 44.9 59.6 67.3 56.3 46.4 59.5 69.2 56.8 48.6 60.3 67.2
差異
（父－母）








年 1990 2000 2005 2010 2015 2017
韓国 0.01 0.08 0.15 0.62 0.95 0.96
日本 0.19 0.29 0.31 0.35 0.44 －
スウェーデン 1.91 1.00 1.23 1.49 1.60 －
ドイツ 0.26 0.33 0.37 0.48 0.60 －
OECD 平均 － － － － 0.70 －
資料： OECD Family Database, Public spending on early childhood education and care（http://www.oecd.org/els/
family/database.htm）．
表6　0～ 2歳の保育所入所率（単位：％）
年 2010 2017 増減
韓国 38.2 56.3 ＋ 18.1
日本 18.9 29.6 ＋ 10.7
スウェーデン 46.5 46.6 ＋ 0.1
ドイツ 26.8 37.2 ＋ 10.4
ルクセンブルク 45.8 63.3 ＋ 17.5
スペイン 26.3 36.4 ＋ 10.1
OECD 平均 － 35.0 －
資料： OECD Family Database, Enrollment rates in early childhood education and care services, 0-to 2 year-olds
（http://www.oecd.org/els/family/database.htm）．
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以下の子どもがいる男性の就業率は，2016 年から 2018 年までの期間に 96% を上回っており，ほ
とんど完全雇用に近いレベルとなっている。子どもを育てる男性の年齢（40 代）では教育費を稼
がねばならない負担も大きいが，一方では労働生涯でピークになる黄金期ともいえよう。一方，子
どものいる女性の就業率は，2016 年 55.3%，2017 年 56.3%，2018 年 56.8% と小幅な伸びをみせて
いるが，男性との格差は 40% ポイントにのぼっている。特に子どもの年齢が低いほど母親の労働









































策と限界についての評価を行っている。2005 年から 2015 年までの期間，韓国の社会福祉の年平均




　1 番目に，急激な増額にもかかわらず依然として韓国における社会福祉の支出は OECD 諸国の
平均レベルに比べて低い水準に留まっており，成長を優先に考える「先成長・後福祉」のパラダイ





















































































































































































































































体系を改善するなどジェンダー平等に関心を払うようになること（attention to gender equality）
には重大な違いがある（Molyneux 2006 ; Jenson 2009）。社会的投資アプローチは女性の労働と社
会的成就を切り下げ評価する構造的要因を重視せず，賃金平等よりも母性休業に高い関心を払うと
いうことである。
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